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It is adaptable to heavy rainfall that increases with climate change by improving the flood control capacity of 

the regulating reservoirs in Tsurumi River basin. The purpose of this study is to analyze the effect of reducing the 

storage volume at the initial stage of flood and securing the storage capacity at the peak of flood by increasing the 

orifice diameter of the regulating reservoirs. Analysis of the effectiveness of the countermeasure by the unique 

model that individually reproduces the large scale regulating reservoirs showed that the peak cut rate of flood 

discharge was improved about 12 times (0.8% → 9.3%) against the planned scale rainfall under climate change 

in the Takadabashi upstream area. 
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1． はじめに 

 

鶴見川流域は昭和 30 年代の市街化率が約 10％だった

が，昭和 40 年代以降市街化が進行し，現在は市街化率約

90％に達している 1)．市街化に伴う河川流出量の増加を抑

制するために調整池の設置が行われ，鶴見川流域内の調整

池は現在 4800基に及ぶ 2)． 

一方，今後気候変動に伴って降雨強度が増加し，現況の

施設を維持するだけでは治水安全度が低下していくため，

治水施設の能力を向上させる必要がある．既存調整池は年

超過確率 1/10 の降雨をもとに設計されている 3)が，現在

は下流の河川改修の進展 4)等により小規模な洪水に対し

ては十分な流下能力があるため，調整池の最大放流量を増

加させる余地がある．調整池の一般的な形状は，底部のオ

リフィスと満水時に放流する余水吐を有している 5)．降雨

強度の大きな降雨に対して，オリフィスからの最大放流量

を増加させることで洪水初期の貯水量を減少させ，洪水ピ

ーク時の洪水調節容量を確保し，ピーク流量を低減させる

ことができると考えられる．  

北川ら 6)7)は調整池を規模別に分類して年超過確率 1/10

（以下，単に「1/10」という．）程度の降雨に対するピーク

カット効果を分析することで，大規模な調整池ほどピーク

カット効果が大きいことを明らかにした．吉村ら 8)は鶴見

川流域の都市化を再現できるように改良した分布型流出

モデルを用いて，鶴見川流域内の調整池の 1/10 程度の降

雨に対するピークカット効果を分析している．これらの研

究では 1/10程度の既往洪水や 1/10モデル降雨を対象とし

て既存調整池のピークカット効果を分析しているが，調節

池の改造による治水機能の向上効果は分析されていない．  

また，現行の治水計画において調整池は市街化に伴う流

出量増加を抑制するための施設であり，治水安全度を向上

させる機能は期待されていない．治水安全度を向上させる

対策としては，堤防整備や河道掘削等が行われているとこ

ろである 4)．また現在，調整池の老朽化対策として調整池

の統廃合が計画されている 9)が，既往の治水能力を維持し

ながら基数を減少させるという考え方であり，洪水調節能

力の向上は目指してはいない． 

本研究ではこのような背景を踏まえ，既存調整池のオリ

フィス口径を拡大し，最大放流量を増加させる対策による

治水機能向上効果を分析し，気候変動適応策としての既存
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調整池の活用を提案する．  

 

2． 流域の概要 

 

(1) 鶴見川流域の概要 

鶴見川は流路延長 42.5km，流域面積 235km2を有する一

級河川である 10)．鶴見川流域では昭和 40年代以降急速に

市街化が進行し，現在の市街化率は約 90%である 1)．開発

に伴う流出量増加を抑制するために設置された調整池は，

現在 4800基に及ぶ 2)． 

 

(2）流域内調整池の基数，容量，構造 

現況を把握するために，鶴見川流域内の既存調整池の諸

元の分析を行った．国土交通省関東地方整備局京浜河川事

務所から提供して頂いた調整池の諸元データ 4800 基につ

いて，容量ごとに基数と，合計容量を分析したところ，全

基数のうち半数以上を容量 100m3 未満の調整池が占めて

いるものの，その合計容量は全体の約 4.4%に過ぎないこ

とが確認された．一方，容量 1000m3以上の大規模調整池

についてみると，基数は全体の約 8.3%だが，合計容量は

全体の約 78.3%を占める．従って，本研究では容量 1000㎥

以上の大規模調整池を対策対象とすることを考えた． 

また，鶴見川流域内に存在する 4800 基の調整池のうち

224 基を調査対象として調整池の構造を観察する現地調

査を行った．オープン式は直接目で見て，地下式は看板か

ら構造の把握を行った．調査対象 224基のうち 191基を特

定し，その内訳は，オープン式が 39基，地下式が 115基，

表面貯留等が 37基である．  

現地調査の結果，図-1 のように，オープン式はオリフ

ィス放流口と余水吐の 2 つの放流量を有していることが

確認された．地下式も同様に 2 つの放流口を有しており，

天井部が閉じている点だけが異なっていた．このことから，

モデルでは調整池の形式によらず同じ構造としてモデル

化した． 

 

3．シミュレーションモデル解析 

 

(1) 調整池の治水機能向上策 

調整池は底部のオリフィスと，容量を越える水が越流す

る余水吐の計 2つの放流口を有する．余水吐からの越流が

発生していない内は，オリフィスから放流される．貯水量

が貯水容量に達したときに最大放流量に達する．調整池の

水位が余水吐の越流部の高さを越えると余水吐からの越

流が開始し，調整池からの放流量は調整池への流入量と等

しくなる． 

オリフィス口径が小さく初期のオリフィス放流量が小

さい場合，初期の貯水量が大きくなるため余水吐からの越

流が早期に発生する．そこで，オリフィス口径を拡大する

ことで初期放流量を増加させ，初期貯水量を減少させて越

流発生時間を遅らせることを考えた． 図-2は対策前後の

流量変化イメージを表したグラフである．調整池が存在し

ない場合に破線の流量波形を示す大規模洪水が発生した

場合を考える．既存調整池は 1/10 程度の降雨に対して設

計されているため，点線のように洪水初期の貯水量が多く，

大規模洪水に対してはピークを迎える前に満水になって

しまう．一方，対策を行うと実線の波形となり，オリフィ

ス口径の拡大により洪水初期の貯水量を減少させ，満水に

なる時刻を遅らせてピーク時の貯水容量を確保し，ピーク

流量を低減させることが可能となる． 

 

(2) モデル概要 

鶴見川流域内の調整池の効果を分析した既往研究のモ

デルでは，鶴見川流域内の調整池を仮想的に１調整池とみ

なしており，調整池ひとつひとつのオリフィス口径を拡大

する対策を再現できない．そこで本研究では大規模調整池

を個別に再現した独自のモデルを構築し，既往降雨と現行

の計画規模降雨，気候変動後の計画規模降雨を対象として

対策効果を分析した． 

本モデルでは，対象エリアをさらに細かく区分した小流

 

図-1 調整池放流部の写真 
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図-2 対策前後の調整池からの放流量のイメージ 
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域ごとに流出計算を行い，各小流域からの洪水到達時間を

考慮して合計することで対象流域下端の流量を算出した．

図-3 は，高田橋上流エリアの小流域区分を示したもので

ある．  

各小流域における流出計算では，図-4 のように，流域

を大規模調整池の集水域と小規模調整池の集水域，集水域

外の 3つに分け，各流域の降雨に対して計算を行い，各流

出量を合計することで対象流域下端の流量を算出した．大

規模調整池はすべての調整池を個別に再現し，小規模調整

池は複数の調整池を仮想的に 1 調整池としてモデル化し，

集水域外の流域は 3段のタンクモデルを使用した．調整池

モデルは大規模，小規模ともにオリフィス式による放流計

算と余水吐の越流計算を行った．ここで，タンクモデルの

諸元はキャリブレーションにより求めているが，調整池モ

デルは実際の諸元を使用した物理モデルとしている．また，

吉村ら 8)は鶴見川流域内の既存調整池の容量と集水面積，

最大放流量が線形に比例していることから，複数調整池を

仮想的に 1 調整池としてモデル化する場合にはその諸元

は複数調整池の諸元の合計値を使用することが可能とし

ている．そこで，本モデルにおける小規模調整池モデルの

諸元は，小規模調整池の合計の諸元を使用した．  

 

(3) 流出解析手法 

大規模調整池，小規模調整池のオリフィスからの放流量

計算では，次式のオリフィス式に従って計算した． 

Q = CA√2𝑔𝐻        (1) 

=λ√𝐻         (2) 

ここで，Q：放流量（m3/s），C：流量係数，A：放流口の

断面積（m2），g：重力加速度（m/s2），H：放流口中心から

水面までの高さ（≈調整池の水深）（m），λ：係数である． 

ここで，λは式（2）を変形して， 

λ=
𝑄

√𝐻
         (3) 

式（3）に従い，満水時の放流量（最大放流量）と満水

時の水深からλを決定した．満水時の水深は調整池の容量

V（m3）と湛水面積A（m2）から， 

H =
𝑉

𝐴
          (4) 

よってλは次式で求めることができる． 

λ=
𝑄𝑚𝑎𝑥

√𝑉
𝐴

         (5) 

ここで，Qmax：調整池の最大放流量（m3/s），V：調整池
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の容量（m3），A：調整池の湛水面積（m2）である． 

最大放流量に達した後は余水吐からの越流が発生する

ため，調整池への流入量が流出量と等しくなるものとして

計算した．  

ただし，大規模調整池は個別にモデル化しているが，小

規模調整池は仮想的に一調整池とみなしており，小規模調

整池の係数λ算出に当たっては合計容量と合計の最大放

流量を使用している． 

一方，流域タンクの放流量はタンクモデル 12)により計算

した． 

 

(4) 解析条件と対象地 

鶴見川流域中流部の高田橋上流エリアと上流部の落合

橋上流エリアを解析対象とした．高田橋上流エリアは鶴見

川支川の早淵川流域で，流域面積 24.89km2 のエリアであ

る．高田橋観測所における計画高水流量は360m3/sである．

流域内の調整池は全 563基（うち容量 1000m3以上の大規

模調整池は 56 基）である．また，全調整池の合計容量は

約 57 万 455m3 である．落合橋上流エリアは，流域面積

111.69km2を有しており，流域内の調整池は全 1420基（う

ち大規模調整池は 227基）である．全調整池の合計容量は

178万 2820m3である． 

対象降雨は，2004年 1月~2016年 12月の降雨を使用し

た．対象期間に発生した降雨イベントのうち，ピーク流量

が最大のものは高田橋上流エリア，落合橋上流エリアとも

に 2004 年 10 月 9 日に発生した 1/10 程度の降雨イベント

で，そのときの高田橋地点におけるピーク流量は約

227m3/s，落合橋地点におけるピーク流量は約 685m3/sであ

る． 

 

(5) モデル精度の検証 

図-5 は，高田橋におけるピーク流量でランク付けした

場合の第 1 位洪水（2004 年 10 月 9 日 18:00）の流量グラ

フである．モデル計算流量として，観測値とおよそ同様の

波形が得られた．同様の流量比較をピーク流量上位 10 洪

水に対して行い，観測値との大きな差が無いことを確認し

た．また，2004年～2016年のうち，高田橋地点流量が 36

㎥/s以上の期間についてのNash係数は 0.78であった． 

 

4．解析結果と考察 

 

(1) 既往洪水（1/10程度の降雨）に対する対策効果解析 

高田橋上流エリアにおいて期間内に発生した洪水のう

ち，ピーク流量第 1位の洪水に対して，大規模調整池の最

大放流量を1倍から4.4倍まで変化させてピークカット率

(𝑄𝑝0 − 𝑄𝑝𝑟)/𝑄𝑝0（𝑄𝑝0：調整池がない場合のピーク流量，

𝑄𝑝𝑟：調整池がある場合のピーク流量）の変化を調べた結

果が図-6である． 

最大放流量倍率（現状の最大放流量に対する各ケースの

最大放流量）1倍のケースが現状を示しており，ピーク流

量第1位洪水に対する現状のピークカット率は7.8%だが，

最大放流量倍率を1.6倍に増加させた場合にはピークカッ

ト率が 13.2%に増加する結果が得られた．また，1.6 倍ま

では最大放流量増加に伴うピークカット率向上が見られ

るが，それよりも大きくするとピークカット率が低下した．

これは，最大放流量が過剰になると，単に放流量が増加す

ることで調整池の貯水効果が発揮できず河川流量が増加

してしまうためである． 

図-7は，調整池無しのケース，最大放流量倍率 1倍（現

状）のケース，ピークカット率を最大にする最大放流量倍

率（1.6 倍）のケースの流量のグラフである．最大放流量

倍率を1.6倍にすることでピーク流量を大きく低減させる

ことができる． 

次に落合橋上流エリアにおける既往ピーク流量第 1 位

洪水に対する対策効果の分析結果が図-8 である．落合橋

上流エリアではオリフィス口径の拡大に伴うピークカッ

ト率の向上があまり見られなかった．これは，対象降雨の

規模が小さかったためだと考えられる．落合橋上流エリア

では対象降雨に対して，現状でもピーク時の貯水容量を十

分に確保できており越流量が少ないため，対策効果が表れ

にくいためである． 
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(2) 現行の計画規模 1/150降雨に対する対策効果解析 

次に，現行の計画規模降雨に対する対策効果を解析した．

既往ピーク流量第 1 位洪水の 2 日間雨量を鶴見川の計画

規模 1/150 に引き延ばした降雨を使用した．図-9，図-10

は，それぞれ高田橋上流エリア，落合橋上流エリアの解析

結果である．高田橋上流エリアでは，現状のオリフィス口

径だと 0.7%のピークカット率だが，最大放流量を 2.1 倍

に増加させることで 10.0%に向上させる結果が得られた．

落合橋上流エリアでは，現状だと 2.2%のピークカット率

だが，最大放流量を 1.9 倍に増加させることで 5.5%に向

上した． 

 

(3) 気候変動後の計画規模降雨に対する対策効果解析 

気候変動後の計画規模降雨に対する対策効果を解析し

た．気候変動後の計画規模降雨としては，既往のピーク流

量第 1位洪水について，2日間雨量を計画規模 1/150に引

き延ばした後，国土交通省が提示している関東地域の将来

降雨倍率 1.11倍 11)を掛けたものを使用した． 

図-11 は高田橋上流エリアにおける気候変動後の計画

規模降雨に対して，オリフィス口径を拡大した場合のピー

クカット率変化を解析した結果である．現状のオリフィス

口径（1倍）だと，ピークカット率はわずか 0.8%だが，最

大放流量を 3.8 倍に増加させることでピークカット率

9.3%に向上した． 

また，落合橋上流エリアにおいて気候変動後の計画規模

降雨に対する対策効果を解析した結果が図-12である．現

状 1.0%のピークカット率に対し，最大放流量を 2.3 倍に

増加させることで 4.6%に向上した． 

気候変動後の計画規模降雨に対して，高田橋上流エリア

及び落合橋上流エリアの現状の最大放流量のままだと，ピ

ークカット率はわずか 1.0%以下であり，調整池のピーク

カット効果をほとんど期待できないが，最大放流量を増加

させることでピークカット率が大きく増加する．既往降雨
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図-11 高田橋上流エリアにおける気候変動後の計画規模降

雨（現行の計画規模降雨×将来降雨倍率(1.11)）に対

する対策効果 
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図-10 落合橋上流エリアにおける現行の計画規模降雨に

対する対策効果 

図-7 オリフィス口径の変化と流量変化（既往のピーク

流量第1位洪水） 
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図-9 高田橋上流エリアにおける現行の計画規模降雨に対す

る対策効果 
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図-8 落合橋上流エリアにおける既往洪水のうち，ピーク

流量第1位の洪水に対する対策効果 
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に対する対策効果よりもピークカット率の向上が顕著で

あり，対策は将来降雨に対してより有用である． 

 

5．結論 

 

本研究では，鶴見川流域内の 4800 基の調整池資料を収

集し，資料分析結果と現地調査の結果を踏まえた上で，大

規模調整池を個別に再現した独自の流出解析モデルを構

築し，大規模調整池のオリフィス口径拡大による洪水ピー

クカット率向上効果を明らかにすることを試みた． 

高田橋上流エリアにおける既往洪水のうち，ピーク流量

第 1位洪水に対して，最大放流量を 1.6倍に増加させるこ

とで，ピークカット率を約 1.7 倍（7.8%→13.2%）に向上

した．また，第 1位洪水を現行の計画規模まで引き伸ばし

た降雨に対しては，最大放流量を 2.1倍に増加させること

でピークカット率を約 14倍（0.7%→10.0%）に，気候変動

後の計画規模まで引き伸ばした降雨に対しては，最大放流

量を 3.8 倍に増加させることでピークカット率を約 12 倍

（0.8%→9.3%）に向上した． 

落合橋上流エリアでは，既往洪水のうちピーク流量第 1

位洪水に対しては対策効果があまり見られなかったもの

の，計画規模まで引き伸ばした降雨に対しては最大放流量

を 1.9 倍に増加させることでピークカット率を約 2.5 倍

（2.2%→5.5%）に向上した．また，気候変動後の計画規模

に引き伸ばした降雨に対しては，最大放流量を 2.3倍に増

加させることでピークカット率を約 4.6 倍（1.0%→4.6%）

に向上した． 

以上の解析結果から，オリフィス口径を拡大することに

よって最大放流量を増加させる対策により，計画規模以上

の規模の降雨に対しては調整池のピークカット率を大幅

に向上できることが確認された． 

将来，気候変動に伴い降雨強度が増大することが予測さ

れており，降雨強度の大きい降雨に対して対策効果がより 

 

 

顕著に表れる調整池のオリフィス口径を拡大させる対策

は有用と考えられる．対策にはオリフィス口径を拡大する

工事が必要となるが，現在鶴見川流域内で計画されている

統廃合と同時に工事を行うことで対策費用の軽減を図る

ことができる． 

本研究では，高田橋上流エリアと落合橋上流エリアにお

いて対策効果を分析したが，他のエリアでも対策効果を検

証することが必要である．また，大規模調整池の最大放流

量を一律に一定の倍率で拡大したが，個別に倍率設定した

場合の対策効果の検証が必要である． 
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雨（現行の計画規模降雨×将来降雨倍率(1.11)）に対

する対策効果 

- 66 -



 
 
    
   HistoryItem_V1
   AddNumbers
        
     範囲: 全てのページ
     フォント: Times-Roman 10.0 ポイント
     オリジナル: 中央下
     オフセット: 横方向 0.00 ポイント, 縦方向 28.35 ポイント
     前置文字列: - 
     後置文字列:  -
     レジストレーションカラーを使用: いいえ
      

        
     1
     0
      -
     BC
     - 
     1
     61
     TR
     1
     0
     618
     131
    
     0
     1
     10.0000
            
                
         Both
         131
         AllDoc
         131
              

       CurrentAVDoc
          

     [Doc:NumPages]
     0.0000
     28.3465
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0g
     QI+ 3
     1
      

        
     0
     6
     5
     6
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base



